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戦略的創造研究推進事業における研究者支援制度

　－ライフイベント（出産・育児・介護）から研究への復帰を支援－
１．背景及び目的
　　日本では研究者全体に占める女性の割合が、欧米と比べて低く、また子育て期の研究継続が難しいことなどの課題が指摘されている。このような状況を改善し、女性研究者の採用促進を図るため、男女共同参画基本計画（第２次）、第３期科学技術基本計画に、女性研究者採用の数値目標（自然科学系全体として２５％）が盛り込まれた。
　こうした国の方針を受けて、ＪＳＴでは所掌する各事業における男女共同参画を推進することを目的として、平成１８年４月１日に男女共同参画室を設置し、取り組みを開始したところである。

　戦略的創造研究推進事業における男女共同参画推進の取り組みの一環として、研究者がライフイベント（出産・育児・介護）に際し、キャリアを中断することなく継続できること、また一時中断せざるを得ない場合は、復帰可能となった時点で研究に復帰し、その後のキャリア継続が図れること、を目的に本支援制度を制定した。
２．制度の趣旨

　　ＪＳＴ研究プログラムに参加している、または参加する研究者のライフイベントから研究への復帰を促進する。

３．内容
　雇用している研究者にライフイベントが発生した時（＊１）、雇用している研究者がライフイベントから研究に復帰（＊２）する時、またはライフイベントにより退職した研究者を新たに雇用（＊３）する時、申請・審査を経て、ポスドクの平均的な給与額の半額相当を「男女共同参画促進費」（＊４）として、ＪＳＴが研究課題等に対し支給するものである。
　支給する「男女共同参画促進費」は、男女共同参画推進及び本制度の趣旨に則った使用とする。
　「男女共同参画促進費」を支給する期間は、以下の通りである。

育児：研究者が育児している対象となる子が、最長小学校３年生の年度末まで
　　　１年ごとに再審査し、制度適用が妥当であるか確認する

介護：研究者が介護に携わっている事由が解消するまで

　　　半年ごとに再審査し、制度適用が妥当であるか確認する
（＊１）

　・介護の事由が発生したとき（介護休暇は取得しない）
（＊２）

　・産休、育児休業、介護休暇からの復帰（雇用は継続している）

　（＊３）
　　・ライフイベント（出産、育児、介護）時に退職した研究者を、新規雇用する

　（＊４）
　　・研究費の範囲内で且つ当該研究者の研究を促進する、または負担を軽減することに資するもの

　　　（例：実験補助者の雇用や、研究促進のための消耗品、機器類購入など）

　　・年度終了後１ヶ月以内に報告書を提出いただく

４．対象者
ＪＳＴが雇用する研究者
５．申請手続
　　研究代表者が申請する。申請に際しては下記の申請書類を事務所経由で本部担当に郵送にて提出する。

　　＜提出書類＞
　　　①申請書
　　　②ライフイベントごとの証明書

　　　　出産：母子手帳の写しまたは出生証明書等
　　　　育児：（育児休業を取得しない場合）母子手帳の写しまたは出生証明書等
　　　　　 　（育児休業取得の場合）育児休業取得証明書等　　
　　　　介護：（介護休暇を取得しない場合）
　　　　　　 ・介護保険制度を在宅で利用している場合　　介護認定書の写し
           　・病院に入院している場合　　診断書（病状や治療に要する期間）
             （介護休暇取得の場合）介護休暇取得証明書等
　　　③研究員等委嘱要請書及び新規雇用時に必要な書類

（新規にＪＳＴ研究員として雇用する場合）

６．審査・決定
　男女共同参画アドバイザリーコミッティーが行い、必要に応じて調査する。審査結果は本部から研究代表者宛に通知する。
７．その他
　（１）申請書記載事項に虚偽が認められた場合は、制度適用を直ちにうち切る。
　（２）育児については毎年、介護については半期ごとに審査を行い、男女共同参画

促進費が不要と判断された場合は、制度適用を中止する。
（３）今年度の状況を見て、来年度どのように研究者支援制度を運用していくかを決定する。

８．本制度に関する問い合わせ先

　　独立行政法人科学技術振興機構

　　戦略的創造事業本部　研究企画調整室内　男女共同参画室

　　〒332-0012　埼玉県川口市本町４－１－８　川口センタービル

　　　　TEL　048-226-5642　　FAX　048-226-5653

　　　　担当　河村明子

